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法務省の人権擁護機関

人権擁護委員の組織体

法務省の人権擁護機関の組織図（令和４年４月１日現在）

国民の人権を擁護し、人権尊重思想の普及高揚を図るため、官民一体となって活動を展開

全国人権擁護委員連合会

人権擁護委員（約１４，０００人）

法務省（人権擁護局）

法務局（人権擁護部）

（８か所）

支局

（２６１か所）

地方法務局（人権擁護課）

（４２か所）

都道府県人権擁護委員連合会

（５０か所）

人権擁護委員協議会

（３１４か所）

ブロック人権擁護委員連合会

（８か所）
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法務省の人権擁護機関の役割

人権啓発活動 調査・救済活動人権相談活動

国民一人一人が、互いの人権を尊重
することの重要性を認識し、その理
念を日常生活に根付かせる活動

いじめ、虐待、差別、インターネッ
ト上での誹謗中傷等の様々な人権に
関する相談について、適切な助言等
をすることで問題解決を図る活動

人権侵害の疑いのある事案につい
て、被害者の申告等を受けて調査を
行い、事案に応じた適切な措置を講
ずることで問題解決を図る活動

様々な活動手法
・人権教室
・人権の花運動
・企業研修
・シンポジウム、講演会
・テレビ、ラジオ等による放送
・新聞、広報誌への掲載
・インターネット広告
・ホームページや動画配信サイ

トでの啓発資料等の公表

多様な相談ツール
・面談（常設／特設相談所）
・電話（みんなの人権１１０番

等）
・メール（SOS-eメール）
・手紙（子どもの人権SOSミニ

レター）
・SNS（LINE人権相談）

人権侵犯事件の措置
・援助：関係機関等の紹介、

働きかけ、法律上の
助言

・調整：被害者等と相手方等と
の関係の調整

・要請：実効的な対応が可能な
者に対する要請

・説示：人権侵害の加害者等に
対する事理の説示

・勧告：人権侵害の加害者等に
対する改善の勧告

など

人権が尊重され、誰もが安心して暮らせる社会の実現

人権啓発動画「『誰か』
のこと じゃない。」
（YouTube法務省

チャンネル）
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子どもの人権SOS-ｅメー
ル相談入口ページ画面



中長期的に大幅な増加

・インターネット上の人権侵害に関する相談が過去最多（令和３年約８千件）

昨今の人権課題の状況
国内の人権状況は、従来からの人権問題である子ども、女性、高齢者や障害者等に対する差別や虐待等の事案、
外国人に対する差別に加え、新型コロナウイルス感染症に関連する偏見・差別など、新たな人権問題も生じ、
インターネット上の人権問題が社会問題となるなど、深刻な状況にある。

・ＳＮＳいじめなど認知され難いいじめの存在
・新型コロナウイルス感染症の影響による新た

なストレス要因や子どもの見守り機会の
減少による児童虐待被害の増加のおそれ

子どもに関する人権侵害

・いじめの認知件数（令和２年度約５２万件）
・児童虐待相談件数（令和２年度約２１万件）
・児童虐待被害児童が過去最多（令和２年）
・小中高生の自殺者数が過去最多（令和２年度）

子どもを取り巻く
人権状況の悪化

インターネット上の人権侵害
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ＳＮＳの匿名性、
情報発信の容易さ
もあり、増加し続
けている

〇 令和３年インターネット上の
人権侵害に関する人権侵犯事件数 １，７３６件

（内訳）・プライバシーの侵害 ７２５件
・名誉毀損 ４８３件
・識別情報の摘示 ２９６件
・私事性的画像記録 ９８件
・その他 １３４件

誹謗中傷、名誉やプライバシーの侵害、
新型コロナウイルス感染症の感染者等に対する誹謗中傷も



人権擁護委員制度（１）

全国の市町村にあまねく配置された人権擁護委員によって、
地域の実情を踏まえたより身近な人権擁護活動が展開可能

国と人権擁護委員が補完しあい、互いの長所を生かした人権擁護活動を展開

● 人権擁護委員は、人権擁護委員法に基づき法務大臣が委嘱した民間のボランティア

● 様々な分野の人々が、地域の中で人権尊重思想を広め、住民の人権が侵害されないよ
う配慮し、人権を擁護していくことが望ましいという考えから創設

● 全国の各市町村に約１４，０００人 諸外国にも例を見ない
我が国独自の制度
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人権擁護委員制度（２）

人権擁護委員法
第２条 人権擁護委員は、国民の基本的人権が侵犯されることのないように監視し、若し、これが

侵犯された場合には、その救済のため、すみやかに適切な処置を採るとともに、常に自由人権
思想の普及高揚に努めることをもってその使命とする。

法律上の年齢制限なし（ただし、運用により、原則として初任は６８歳まで、再任は７４歳まで）

３年（再任可）

任期

年齢

職務を行うために要する費用の弁償を受けることができる

実費弁償

使命

5



人権擁護委員の委嘱の流れ

各市町村長が人権擁護
委員にふさわしい候補
者（人格識見が高く、
広く社会の実情に通じ、
人権擁護について理解
のある人）を推薦

人権擁護委員
（約１４，０００人）

人権擁護委員
候補者

市長
町長
村長

特別区長

法務局長
又は

地方法務局長

法務大臣

①弁護士会
②人権擁護委員連合会

市議会
町議会
村議会

特別区議会

推薦

委嘱

意見

１
推薦依頼

２

５

求意見

３

４

意見

求意見
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人権擁護委員の活動

● 人権擁護委員は、法務局職員と連携・協力しながら、人権啓発活動、人権相談活動、
調査・救済活動を実施

● 人権擁護委員は、特に人権啓発活動及び人権相談活動で活躍

● 人権擁護委員とその組織体の活動全般の企画・立案、組織体の運営及び関係機関との
連絡調整などの「事務局事務」を実施
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スポーツチームと連携した啓発活動 人権擁護委員組織体の事務局の様子面談による人権相談



人権擁護委員の活動 ー人権啓発活動ー

中学校における人権教室
（障害者スポーツ体験） スポーツチームと連携した啓発活動小学校における人権の花運動

携帯電話会社等によるスマホ・ケータイ安全
教室と連携した人権教室をWEBで実施
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平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年

252,565 250,721 251,940 138,675 176,321

人権擁護委員による啓発活動従事回数

コロナ前 コロナ後

コロナ禍により、従来どおりの接触型・対面型による啓発活動
が実施できず、人権擁護委員による啓発活動従事回数が減少



人権擁護委員の活動 ー人権相談活動ー
人権擁護委員は、法務局の常設人権相談所や市役所等の公共施設における特設相談所で人権相談を実施

相談対応

相談対応

人権侵犯事件として
救済手続を開始

● ＳＮＳ人権相談の対応の流れ ●

フォローアップ・
アフターケア

相談受付・
対応検討・
事件振分

軽微な相談

人権擁護委員法務局職員

深刻な相談

ＳＮＳ内の対応 現実世界の対応

それは辛いですね。
詳しく教えていただ
け ますか？

友人から仲間はずれ
にされて・・・

はい。最初は・・・委員 相談者

委員による相談対応例

SNS（LINE）

面談 電話

手紙（SOSミニレター）

インターネット

令和元年度 名古屋法務局で開始
令和２年度 東京法務局で開始
令和３年度 大阪法務局、福岡法務局で開始
令和４年度 上記法務局管区内、広島法務局、仙台法務局、

札幌法務局、高松法務局で開始予定

実施局の拡大

平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年
120,293 115,196 107,837 73,030 70,853

コロナ前 コロナ後

人権擁護委員による人権相談取扱件数
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人権擁護委員の構成

人権擁護委員の職業

0 1 13 45 107 236 415 650 

2,395 

5,520 

3,965 

587 
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4,000

5,000

6,000

人
数

年齢

人権擁護委員の年齢

※令和４年１月１日現在

※令和４年１月１日現在

平均年齢：66.11歳
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無職, 7559人, 54%

公務員, 922人, 7%教育関係, 773人, 6%

宗教関係, 668人, 5%

会社役員, 560人, 4%

会社員, 553人, 4%

農林漁業, 472人, 3%

弁護士, 396人, 3%

団体役員, 351人, 3%

司法書士・税理士等, 
237人, 2%

商業, 146人, 1%

医療関係, 100人, 1%

議員, 45人, 0% 各種委員, 24人, 0% 製造加工業, 29人, 0%

報道関係, 15人, 0%

その他, 
1106人, 

8%

製造加工業,29人,0%

元教育関係者と元公務員が
それぞれ約３割前後

※端数処理の都合上、各職業の割合の合計
は１００％とならない



人権擁護委員の認知度向上に向けた取組
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●人権啓発活動、相談窓口の周知の機会を捉えた
人権擁護委員の周知

人権教室の実施

●ポスター、冊子、 リーフレットの配布、掲示

ポスター 冊子 リーフレット

人権擁護委員の
認知度向上

SOSミニレターの配布

相談窓口広報ポスターバナー広告

●法務省公式ＳＮＳへの投稿（LINE、Twitter、Facebook） ●地元テレビ局、ラジオ放送局への出演、市区町村広報誌
への掲載等

●政府広報
令和４年６月３日放送
ＢＳ朝日「ビビるとさくらとトモに
深堀り！知るトビラ」

「サキドリ情報便！
あなたの街の相談パートナー 人権擁護委員」

・スポットＣＭ（平成２９年４月公開）

●動画 YouTube法務省チャンネルにて公開

・広報用動画（平成３１年２月公開）
一般向け／候補者向け ２種類

・ 人権相談は、機微にわたるものも扱う。相談先である人権擁護委員が、安心し
て相談できる身近な存在であることを認知してもらい、相談の利用を促すこと。

・ 人権擁護委員の活動を広く知ってもらうことにより、なり手を確保すること

認知度向上のための取組

狙い



人権擁護委員の認知度の推移
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34.9%

38.7% 37.9%

33.7% 35.0%

28.4%

32.6%
33.5% 31.1%

28.9%

22.8%

29.5% 28.2%
27.3% 25.9%

25.1%

29.7%
30.5% 28.7%

27.6%

33.2%

34.7%

31.0%

48.6%

55.9%

51.3%
49.2%

44.3%

56.0%

66.0% 65.8%

62.0%

57.6%
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平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代

認知度の推移（全体）

年代別の認知度の推移の比較

30.8%
35.4%

41.8% 40.5% 38.4% 35.9%
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10%

20%
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

※調査対象者数：１８，０００人

年代ごと
の認知度



人権擁護委員の研修制度

委嘱時研修

第一次研修

第二次研修

第三次研修

■委嘱時研修
対象：初めて委嘱された人権擁護委員
目的：新任の人権擁護委員がその職務を執行する際の心構え、留意事項等を習得すること
科目：人権擁護委員制度、委員組織体の活動、人権相談事務（計４時間）

■第二次研修
対象：初委嘱後２年以内の人権擁護委員
目的：人権擁護委員としての職務執行に必要な知識及びより高度な人権相談技法を修得すること
科目：講演、人権擁護行政の現下の課題、人権相談事務、人権侵犯事件処理事務、人権啓発活動、相談実

習、ケース研究、座談会（計１２時間）

■第一次研修
対象：初委嘱後６か月以内の人権擁護委員
目的：新任の人権擁護委員が、人権相談等の職務執行に必要な基礎知識を修得すること
科目：人権擁護委員制度、人権擁護行政の現下の課題、人権相談事務、人権侵犯事件処理事務、人権啓発

活動、座談会（計６時間）

■第三次研修
対象：初めて再委嘱されて１年以内の人権擁護委員
目的：それぞれの人権擁護委員協議会において、人権擁護委員活動の中心を担う者を養成するため、人権

啓発手法及び人権侵犯事件の処理技法等を習得すること
科目：講演、人権擁護行政の現下の課題、人権啓発活動、人権侵犯事件処理実習、ケース研究、座談会

（計１２時間）

基本研修

その他の研修
■人権相談対応研修
・カウンセリングやメンタルトレーニングに関する研修
・各法務局で年１回程度実施

■委員組織体が開催する自主研修
部落差別、ハンセン病問題、アイヌ民族等の様々な人権課題に関す

る研修を委員組織体自身で企画して実施

等
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■人権擁護委員指導者養成研修
法務省にて年１回、約８０名を対象に実施


